
１．はじめに

２．過去の物資流動調査について

東京都市圏（図－１）は、様々な機能が高密度に

集積した、我が国の経済の中心的地域であり、当該

地域の交通の改善は、人々の生活や経済活動を支え

る上で、極めて重要である。

東京都市圏では都市交通に関する問題・課題、及

びそれらに対応する政策検討に必要となるデータの

収集を目的に、人流と物流という交通の両輪につい

て、それぞれパーソントリップ調査、物資流動調査

を実施してきた。これらの調査は、それぞれ概ね

１０年毎に実施されており、IBS では昭和４３年度の

第１回パーソントリップ調査（PT 調査）、昭和４７

年度の第１回物資流動調査より継続的に参画し、調

査結果から総合的な都市交通計画の検討・提案をお

こなってきた（図－２）。

平成１５年度には、第４回目となる物資流動調査

が施設立地の把握をねらいに調査設計を見直し、実

施されており、IBS においてもこの検討に携わって

いる。

本稿では、平成１５年度東京都市圏物資流動調査

のねらいと調査内容について報告する。

（１）調査の概要

東京都市圏における物資流動調査は、昭和４７年

度の第１回調査を初めとして継続的に実施され、平

成１５年度に第４回調査が実施された。

第１回調査は、「流通業務市街地の整備に関する図－１ 東京都市圏

図－２ 東京都市圏における交通調査の経緯

表－１ 物流に関する歴史的な背景と
過去の調査の調査年次
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３．今回調査について

法律」（流市法）により整備された公共の流通業務団

地が稼動し始める等、物流対策の必要性が叫ばれる

中、１９７２年（昭和４７年）に実施された（表－１）。

第１回調査では、地域間の物資流動量を再現する

ことを目的に、東京都市圏全体に立地する事業所を

対象として訪問形式にて調査され、広域物流拠点や

物流ネットワークの整備計画等を提案した。

第２回調査は、第１回調査と同様の方法にて１９８２

年（昭和５７年）に実施されており、調査の翌年に

は葛西流通業務団地が稼動開始し、東京区部で計画

されていた流通業務団地が完成に至った。

第３回調査は、東京区部４拠点の完成を受けて、

東京区部の中心部を調査対象外注）とし、調査規模を

大幅に縮小して、１９９４年（平成６年）に実施された。

その一方で、１９９０年代は、都市計画中央審議会の

答申（平成４年）で都市内物流施策の展開の必要性

が述べられる等、新たな物流課題が求められていた。

そのため第３回調査では、従来実施されてきた東京

都市圏全体を対象とした「広域物流調査」に加え、

都市内物流拠点検討のための「都市内物流調査」、

商店街周辺等での路上荷さばき対策検討のための

「端末物流調査」が新たに行なわれることとなった。

注）練馬区、中野区、杉並区、世田谷区を除く１９区を調査
対象外とした。

（１）従来調査との違い

これまでの物資流動調査では、東京都市圏におけ

る地域間の物資流動量の再現を主な目的とし、物資

の出荷量を訪問形式で調査していたが、今回は施設

の立地やその機能の把握に着目して調査設計してお

り、実態調査も郵送形式を採用し、約１２万事業所

に対して調査票を配布、約３万事業所から回収した

（図－３）。

今回調査では事業所の立地場所、施設種類、機能

（製造・集配送等の機能、搬出入の有無、搬出入圏

域等）、搬出入される物流量や貨物車台数、市区町

村別の搬出・搬入量等を把握している。

以下では、今回調査の主なねらいについて述べる。

a）施設間物流チャネルの把握

物流を表す概念として、物流チャネルがある。こ

れは生産者から消費者へ商品が流れていく道筋を示

すものであるが、その示し方として、業種間、施設

間、地域間といった概念が考えられる（図－４）。

これまでの調査は、地域間の物資流動量、すなわ

ち地域間物流チャネルを調査し、集計的な交通解析

のアプローチにより、広域物流拠点や幹線物流ネッ

トワークの検討が行われてきた。しかし、今回調査

のねらいとしている、物流施設と土地利用との整合

といった土地利用的なアプローチからは、施設間

チャネルに着目したデータの把握が必要と考えられ、

今回調査では、物流施設の立地、施設の機能、施設

間の物資流動等の施設間物流チャネルの把握をねら

いとした調査を設計した。

b）運輸業の物流実態の把握

従来の調査では、物資を出荷という単位で捉え、

物資を出荷する事業所と物資の最終的な届け先との

間の物資流動量（純流動）の把握を主たる目的として

いたため、物資を出荷、入荷する製造業や小売業等

の荷主のみを調査対象とし、荷は運ぶものの自らは

出荷を行わない運輸業は調査対象としていなかった

図－３ 回収事業所の立地

出典：東京都市圏交通計画協議会
第７回シンポジウム 基調講演資料（東京海洋大学：
苦瀬博仁）

図－４ 物流チャネルの種類
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（図－５）。

しかし、今回調査のねらいである土地利用と物流

の関係を分析するためには、物流を中継する施設の

立地と物流実態の把握も必要であり、大規模な物流

の中継施設を利用している運輸業も調査対象とした。

（２）調査体系

今回調査の調査体系を整理すると、「本体調査」

「補完附帯調査」「地区物流調査」の３つに大別され

る（図－６）。

本体調査（事業所機能調査）は、統計的手法によ

り、幅広く事業所単位の立地や物流機能の把握を目

的に実施したものであり、約１２万事業所に郵送で

配布し、約３万事業所から回答を得ている。

また、本体調査を補完する調査として、物流の中

継地として重要性の高い既存物流拠点や空港・港湾

関連事業所を訪問形式で高い回収率で調査したり、

企業単位の物流施設配置等の戦略をヒアリングする

調査等も実施した（補完附帯調査）。

一方、商店街等の地区での貨物車の路上荷さばき

による地区交通上の問題の把握を目的とした「地区

物流調査」を、都市圏内の５地区を対象にしたケー

ススタディ調査として実施した。

次章では、それぞれの調査の調査概要を紹介する。

（１）本体調査（事業所機能調査）

物流施設を「事業所」という単位で捉え、個々の

事業所（物流施設）について、その機能及び立地特性、

発生集中量、搬出・搬入圏域といった基礎的な情報

の把握を目的とし、幅広い調査対象に対して調査を

実施した（第３回調査までの広域物流調査に相当）。

調査対象は、「平成１３年度事業所・企業統計調査

名簿」に収録された東京都市圏に立地する事業所の

中から、「事業所の形態（施設区分）」「業種」により、

都市内物流の把握の視点から選定した（表－２）。

調査内容は、大きく「�事業所の立地及び機能」、

「�事業所の発生集中物流量」、「�搬出・搬入圏域」

の３つのカテゴリの情報を得ることを目的に、調査

票を設計した（表－３）。

調査方法は、記入者の負担軽減等の観点から従来

調査より調査票を簡略化した上で、郵送配布・郵送

回収形式を採用した。

図－５ 把握される物流の前回調査との違い

図－６ 調査体系

表－２ 事業所の形態と業種により選定された調査対象
（網掛けが調査対象業種）

○：悉皆調査、△：抽出調査

注）物流関連施設は事業所・企業統計調査の「事業所の形
態（施設頁分）」で「工場・作業所・鉱業所」「輸送セン
ター・配送センター・これらの車庫」「自家用倉庫・自
家用油槽所」に区分される施設
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（２）補完附帯調査

補完附帯調査は、物流関連施設が集中的に立地す

る既存物流拠点や港湾・空港関連事業所の調査精度

を高めて調査したり、企業単位の物流構造等の把握、

大型貨物車の走行ルートの把握といった観点から、

本体調査を補完する情報を得るために実施した（表

－４）。

a）物流拠点関連事業所訪問調査

流通業務団地等の物流拠点は、物流施設が集中的

に立地する地区であり、都市圏内の物流実態を把握

する上で重要な地区である。そのため、既存の物流

拠点に立地する事業所に対しては、精度高くデータ

を収集するため、訪問形式により事業所機能調査を

実施した。

b）港湾・空港関連事業所訪問調査

臨海部や空港周辺地区は、海運や航空を利用した

物流が集まる地域であり、物流からみた国際競争力

の検討からも重要な地区である。そのため、臨海部

や空港周辺に立地し、海運や航空を利用した物流を

取り扱う事業所に対しては、精度高くデータを収集

するため、訪問形式により事業所機能調査を実施し

た。また、国際物流の実態を把握するための附帯調

査票を設計し、併せて調査した。

c）大企業本社ヒアリング

本体調査である事業所機能調査は事業所単位の調

査であり、生産段階から販売段階に至る一連の物の

流れ等の物流構造は把握できない。大企業において

は、物流施設の立地を企業全体の効率化等の観点か

ら決定すると考えられることから、物流施設の立地

要因を把握するためには、企業単位での物流構造も

考慮する必要があると考えられる。

そのため、物流に関連する代表的な企業（製造業、

運輸業、小売業等、計３０社）の本社に対しヒアリ

ングを行い、企業単位の物流施設配置の考え方や各

施設間での物の流れ、さらに今後の物流戦略等を調

査した。

d）走行ルート調査

近年、企業では貨物車の大型化が進んでおり、大

型貨物車に対応した道路ネットワークは物流の効率

化の観点から重要である。また、大型貨物車は、走

行ルートが沿道土地利用と整合しない場合、環境面、

交通安全面、景観面等で沿道に与える影響は大きい。

そのため大型貨物車の走行実態の把握を目的に、

今回調査では、前述の３つの補完附帯調査にあわせ、

大型貨物車の現在の具体的な走行ルートやその走行

ルート上での問題点を調査した。

調査は、補完附帯調査の対象事業所に対し、搬出・

搬入それぞれについて、主要な走行ルートを地図に

記入する形式にておこなった。

（３）地区物流調査

貨物車の路上荷さばきに起因して発生する地区交

通問題を把握するため、ケーススタディ地区を選定

（横須賀、銀座、町田、川越、船橋）し、実態調査

を実施した。

地区物流調査では、地区内の貨物車の路上駐車や

荷さばきの実態、周辺の道路交通や歩行者交通への

影響等を把握しており、これらのデータは、地区物

流対策検討に用いる汎用的な指針作成のための基礎

資料としての活用を予定している。

表－３ 事業所機能調査の調査項目

表－４ 補完附帯調査の概要
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５．調査結果の概要

平成１５年度の実態調査により得られたデータを

用いて、現在、物流に関する現況分析や課題把握を

進めているところである。

本章では、現況分析結果の一部として、物流施設

に関する立地分析と大型貨物車の走行実態について

紹介する。

�物流施設の立地動向
今回調査の主要な部分である事業所機能調査では、

物流施設の立地場所やその機能、立地の理由、事業

所開設年等について把握しており、物流施設の立地

や物流実態を把握し、その立地要因等を分析するこ

とが可能である。

図－７は、運輸業の物流施設の立地を、立地年代

別に集計し、その施設数を市区町村別に示したもの

である。

物流施設の立地推移をみると近年広域化しており、

現在（１９９０年以降）は圏央道や国道１６号沿道への

立地が多くみられる。また、臨海部や流通業務団地

周辺への立地は、１９７０年から現在に至るまで立地

が引き続きみられる。

流通業務団地は、遠距離より運ばれてきた貨物を

都市の外延部で中継し、都市内へ配送するための拠

点として計画されていた。既存の流通業務団地が整

備された年代の物流施設の立地からみると、既存の

流通業務団地の整備当時は、計画のねらい通り都市

の外延部に立地していたことがわかる。

また、附帯補完調査である大企業本社ヒアリング

においては、生産から消費にいたる物の輸送の中で、

物流施設にも広域物流施設（流通センター）と都市

内の中継施設（配送センター）があることが知見と

して得られている（図－８）。事業所機能調査では、

事業所の搬出・搬入圏域等により、広域の施設か都

市内の施設かの判別も可能であり、その特性に応じ

た立地特性の分析も可能である。

�国際物流に対応した物流施設の立地動向
図－９は、事業所機能調査で把握した物流施設の

図－７ 近年の物流施設の立地状況

（運輸業の物流施設・１９９０年以降に開設した事業所）

出典：東京都市圏交通計画協議会ニューズレターNo．１６
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６．おわりに

うち、主たる搬入圏域が「海外」と回答した事業所

の立地場所を、図示したものである。

輸入貨物を取り扱っている物流施設は、空港周辺

や臨海部に多く立地しているが、内陸部にも立地が

進んでいることがわかる。

これらの国際物流に対応した施設では、４０feet

コンテナ車等の大型貨物車が臨海部との間で利用さ

れている可能性があり、その輸送を円滑化すること

は、我が国や東京都市圏の国際競争力の観点からも

重要である。

図－１０は、大型貨物車走行ルート調査により得

られた走行ルートのうち、最大積載重量１０t 以上

（海上コンテナ車を含む）を図示したものである。

これらは貨物車の大型化による物流の効率化や、

国際海上コンテナ輸送の円滑化による国際競争力の

観点から重要性が高い道路である可能性があり、大

型貨物車に対応した道路規格やボトルネック対策の

必要性、道路沿道の土地利用との整合性といった観

点からの分析が重要と考えている。

本稿では、平成１５年度東京都市圏物資流動調査

のねらいと調査内容、及び調査結果の概要について

紹介した。

今後は、東京都市圏の物流に関する計画課題や施

策評価の観点から、定量的な分析を行う予定である。

図－８ 大企業本社ヒアリングで得られた
東京都市圏の物流構造

図－９ 主な搬入元が海外である物流施設の立地状況

（荷主・運輸業の物流施設・１９９０年以降に開設した事業所）
出典：東京都市圏交通計画協議会ニューズレター No．１６

図－１０ 大型貨物車の走行ルート

（実際に走行していると回答された道路のみ表示）
〔最大積載重量１０t 以上（海上コンテナ車を含む）〕
出典：東京都市圏交通計画協議会ニューズレター No．１６
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